
（１）教育委員会調査

●調査対象

全国都道府県教育委員会及び市町村教育委員会

●主な調査内容

•消費者関連部局等との連携について
•社会教育関連の取組について
•学校教育関連の取組について
•今後の取組・課題について

●回答数

（２）大学等調査

●調査対象

全国の国公私立の大学・短期大学・高等専門学校

●主な調査内容

•学生・教職員に対する消費者問題に関する啓発・情報提供について
•大学等において実施している消費者教育の取組について
•他機関との連携状況
•今後の取組・課題について

●回答数

回収率回収数配布数

100.0％47件47件都道府県教育委員会

100.0％20件20件政令指定都市教育委員会

72.25％1,247件1,726件市区町村教育委員会

73.28％1,314件1,793件合計

回収率回収数配布数

73.9％602件816件大学

59.5％178件299件短期大学

93.1％54件58件高等専門学校

71.1％834件1,173件合計

(３)事例調査（ヒアリング）

アンケートに回答した教育委員会、大学等に対し、消費者教育に関する積極的な取組を行っている事例について、ヒアリング調査を実施し、

取組の詳細について把握。

令和６年度「消費者教育に関する取組状況調査」
調査結果【概要】

令和４年度より民法の成年年齢が18歳に引き下げられる等、消費者教育を取り巻く社会情勢や環境が変化してきた。
このような状況を受け、消費者教育をめぐる最新の状況も踏まえた課題を把握するとともに、成年年齢引下げの議論も
踏まえ、消費者教育を推進するために有効な方策を検討するため、調査を実施した。
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１．教育委員会調査

●コーディネートを行う人材がいる自治体では「社会教育分野での消費者
教育関連の取組」の実施割合が高い。

●コーディネートを行う人材がいる自治体では「学校教育分野で新たに、
または拡充して実施した消費者教育に関する取組がある」、「成年年齢
の引下げを踏まえて内容を変更した」割合が高い。
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●消費生活センターや企業・団体等の様々な主体と連携・協働した消費者
教育を実施している教育委員会は43.9％。

都道府県、指定都市、区の実施割合は高いが、市、町、村は低い。

●消費者教育コーディネーター等のコーディネート人材がいる自治体の
割合は横ばいだが、コーディネート人材を必要としている自治体は増
加している。
コーディネート人材を必要としていない自治体は減少している。
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新たに、または拡充して実施した取組がある

従来からの取組について、成年年齢の引下げを踏まえて内容を変更した

新たに、または拡充して実施した取組や、従来の内容から変更した取組はない

消費者教育フェスタやモデル構築事業によって、
特に市町村の基礎自治体における様々な主体が連携・協働した消費
者教育の取組を増やしていくことが必要。

コーディネートを行う人材や機関等を配置・活用することで、
消費者教育に関する取組に様々な効果がある。消費者教育コーディネーター等のコーディネート人材の需要が高ま

っている。
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●消費者教育に関して「新たに、または拡充して実施することとなった取
組がある」と回答した大学等は増加している。

●「成年年齢の引下げを踏まえて内容を変更した」大学等は大幅に増加し
ている。

２．大学等調査

●学生の消費者問題に関する対応を、消費生活センターや企業・団体等の
様々な主体と連携・協働して実施している学校は、全体の55.6％。
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ととなった取組や、従来の内容から
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●持続可能な消費者市民社会の形成に関する内容について、消費生活セン
ターや企業・団体等の様々な主体と連携・協働して実施している学校は
全体の29.1%。
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学生の消費者問題、持続可能な消費者市民社会の形成の両方に
おいて、高等専門学校、大学、短期大学の順に実施率が高い。

※消費者教育の内容が消費者トラブルだけでなく、持続可能な社会
を作っていく観点もあることを示すために、今回の調査からはあ
えて分けて調査をしたもの。

大学等において、消費者教育の取組の拡大傾向が読み取れる。
また、成年年齢の引下げが、大学等における消費者教育に影響を与
えていることが分かる。

●消費者教育を推進するための課題は「他の優先課題があり取り組めない」
「指導者や講師となる人材がいない」の順に回答割合が高い。
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３．ヒアリング調査

●愛知県
生涯学習推進センターと講師・大学生らが連携する講座「どうする？気

候危機」を開講した。
参加者から「大学生の発表は興味深かった」という感想が寄せられ、大

学との連携の手ごたえを感じることができた。

●奈良県
消費生活センターと弁護士会のコラボ講座を高等学校で実施することに

よって、成年年齢引き下げに伴う責任の重さを生徒に伝えられた。
学校によって高等学校卒業後の進路に違いがみられるため、求められる

消費者教育のテーマにも違いがある。今後も多くの学校での開催を目指し
て、学校のニーズを汲みながら、本取組を推進していく。

●山梨大学
平成25年より消費者教育を授業に取り入れていたが、令和５年度より山

梨県立大学との大学間連携事業として、両大学の学生を対象とした授業を
開講することとなり、両大学がシステム等連携し学生の受講しやすい体制
を構築した。
本年度より、山梨大学では消費者教育に関する全学共通科目「消費者市

民社会を生きる」を必修とし、多くの学生に消費者教育を推進していく。

●九州大谷短期大学
基礎科目として設置の「キャリアデザインSDGs」において、地域の伝統

織物である筑後織の端切れを活用し、地域の小学生を招いて図書バッグを
制作するイベントを企画・実行した。
学生が工場見学で筑後織の理解を深めることから始め、裁縫技術を持つ

学生の多い他短期大学との連携も行った。イベントには、76名の小学生が
参加し、大盛況であった。本取組において、県内の短期大学同士の繋がり
を作った点と地域企業の課題解決に寄与したことは大きな成果といえる。

（１）自治体
（２）大学等

出前講座の様子②出前講座の様子①

ミシンを使う小学生を学生がフォロー種類豊富な端切れの様子

●静岡市
成年年齢の引き下げを受けて、消費者教育推進員が中学校を対象に出前

講座を実施した。中学校に軸を置いた理由は、①教科担任制であり働きか
けの対象が明確であること ②静岡市が制作した副教材「エブリデイ消費
者！」の活用が可能であること である。

教員への消費者教育の理解促進、教員の負担軽減のための消費者教育推
進員の派遣は重要なポイントである。

出前講座の様子
副教材として活用

「エブリデイ消費者！」

出典：山梨大学「令和 7 年度導入に向けた
全学共通教育改革プラン：第二報」




